
 －開 1 － 

日 本 商 品 委 託 者 保 護 基 金 

開示等の請求等に関する細則 

 
（目 的） 

第１条 この細則は、日本商品委託者保護基金（以下「基金」という。）の個人情報保

護規程（以下「規程」という。）第２５条及び第２７条の規定に基づき、基金の管理

に係る保有個人データにつき、本人から、個人情報の保護に関する法律（以下「法」

という。）第２７条第２項の規定による利用目的の通知の求め、第２８条第２項の規

定による開示の求め、法第２９条第２項の規定による内容の訂正、追加若しくは削除

の求め、法第３０条第２項の規定による利用停止若しくは消去の求め又は法第３０条

第４項の規定による第三者への提供の停止の求め（以下「開示等の請求等」という。）

が行われた場合における手続を定め、その適正な取扱いを図ることを目的とする。 
 
（用 語） 

第２条 この細則において使用する用語は、この細則において特に定めるもののほか、

規程において使用する用語の例による。 
 
（組 織） 

第３条 理事長は、基金の管理に係る保有個人データにつき、本人からの開示等の請求

等を受け付け、及びこの請求等を取り扱うため、申出担当部署を指定し、これを個人

情報保護管理者に管理させる。 
 
（保有個人データに関する事項の公表等） 

第３条の２ 基金は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、「個人情報保

護方針」と一体としてインターネットのホームページで常時掲載を行う。 
（１）基金の名称 
（２）すべての保有個人データの利用目的（規程第１１条の２第４項第１号、第２号及

び第３号に該当する場合を除く。） 
（３）次項、第７条、第８条、第９条第１項及び第２項の規定に基づく請求に応じる手

続き 
（４）基金が行う保有個人データの取扱いに関する苦情の申出先 
２ 基金は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知を求め

られたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知するものとする。ただし、次の各

号のいずれかに該当する場合は、この限りではない。 
（１）前項の規定により、当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな
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場合 
（２）規程第１１条の２第４項第１号、第２号又は第３号に該当する場合 
３ 基金は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通知しない旨

の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知するものとする。 
 
（基金に対する開示等の請求等） 

第４条 基金は、第３条の２第２項の規定による求め又は第７条第１項、第８条第１項

若しくは第９条第２項若しくは第３項の規定による請求（以下「開示等の請求等」と

いう。）に関して、以下の手続きにより応ずるものとする。 
（１）申出担当部署への郵送 
   本人に対し、以下のものを申出担当部署宛に郵送することを求める。 
   ①保有個人データ開示等請求書（様式第１号） 
   ②本人確認書類 
   ③手数料等 
（２）本人確認手続・本人確認書類 
   本人確認は以下の本人確認書類の写しを確認することによる。 
   ①運転免許証、パスポート、在留カード、特別永住者証明書、個人番号カード（個

人番号の記載された面は送付しないことを求める。）等の官公庁が発行した顔

写真付き本人確認書類の写し１点の送付を求める 
   ②健康保険証被保険者証、年金手帳等の官公庁が発行した顔写真のない本人確認

書類の写し２点の送付を求める 
（３）手数料等 
   本人から、開示等の請求等があった場合、１つの請求等につき、次の①、②及び

③の合計額（以下、１つの請求等に係る手数料等の額を「単位手数料」という。）

を郵便切手により収受する（複数の請求が同時にある場合は、その数に応じた単位

手数料を郵便切手により収受する。）。なお、開示等の請求等に応じられない場合も

手数料等は返金しないものとする。 
   ①事務手数料 １つの請求につき ５００円（別途消費税相当額を加算すること

を要す。） 
   ②２５グラム以内の定型郵便物を郵送する基本料金に相当する額 
   ③簡易書留料金に相当する額 
（４）代理人による開示等の請求等の場合 
   基金は、開示等の請求等を行う者が、未成年、成年被後見人等の本人の法定代理

人、本人から委任を受けた本人が指定した任意代理人である場合は、第２号に掲げ

る書類のほか、次の書類の送付を求める。 
   ①代理権を確認するための書類 
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    イ 法定代理人の場合 
     （１）未成年の場合 

本人の戸籍抄本又は扶養家族が記入された健康保険被保険者証の写し 
     （２）成年被後見人の場合 

後見登記等に関する法律第１０条に規定する登記証明事項 
    ロ 任意代理人の場合 
     委任状（様式第２号）及び本人の印鑑登録証明書 
   ②代理人の本人確認をするための本人確認書類 
    代理人について第２号に掲げる本人確認書類を求める。 
 
（開示等の請求等の受付） 

第５条 基金は、前条の方法により開示等の請求等を受け付けたときは、当該受け付け

の日から起算して１週間以内に請求に係る可否について決定する。 
２ 基金は、開示等の請求等のあった保有個人データの利用目的の通知をする旨決定し

たとき、又は全部又はその一部を除いた部分について開示、訂正等若しくは利用停止

等若しくは第三者提供の停止をする旨決定したときは、請求者である本人又は代理人

に対し、保有個人データ開示等決定通知書（様式第３号）の送付により通知する。 
３ 基金は、開示等の請求等のあった保有個人データの利用目的の通知をしない旨決定

したとき又は全部について、開示、訂正等若しくは利用停止等若しくは第三者提供の

停止をしない旨決定したときは、請求者である本人又は代理人に対し、保有個人デー

タ不開示等決定通知書（様式第４号）の送付により通知する。 
４ 基金は、第２項の保有個人データ開示等決定通知書（様式第３号）及び前項の保有

個人データ不開示等決定通知書（様式第４号）が請求者である本人又は代理人に対し

て２週間以内に送付するよう努めるものとする。また、これら通知が諸事情により、

請求者である本人又は代理人に２週間以内に送付することが困難である場合は、２週

間が到来する前に当該請求者である本人又は代理人に連絡するよう努めるものとす

る。 
 
（削除） 

第６条 
 
（保有個人データの開示） 

第７条 基金は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの開示（当該本人が

識別される保有個人データが存在しないときにその旨を知らせることを含む。以下同

じ。）に係る請求を受けたときは、本人に対し、書面の交付による方法により、遅滞

なく、当該保有個人データを開示するものとする。ただし、開示することにより次の
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各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。 
（１）本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 
（２）基金の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 
（３）他の法令に違反することとなる場合 
２ 基金は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部又は一部について開

示しない決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知するものとする。

この場合、基金は本人に対して、当該通知においてその理由を説明するものとする。 
 
３ 他の法令の規定により、本人に対し第１項本文に規定する方法に相当する方法によ

り当該本人が識別される保有個人データの全部又は一部を開示することとされてい

る場合には、当該全部又は一部の保有個人データについては、第１項の規定は、適用

しない。 
 
（保有個人データの訂正等） 

第８条 基金は、当該本人が識別される保有個人データの内容が事実でないことを理由

に当該本人から訂正、追加又は削除（以下「訂正等」という。）に係る請求を受けた

場合には、その内容の訂正等に関して他の法令の規定により特別の手続が定められて

いる場合を除き、利用目的の達成に必要な範囲において、遅滞なく必要な調査を行い、

その結果に基づき、当該保有個人データの内容の訂正等を行うものとする。 
２ 基金は、前項の請求に係る保有個人データの内容の全部又は一部について訂正等を

行ったとき、又は訂正等を行わない旨を決定したときは、本人に対し、遅滞なく、そ

の旨（訂正を行ったときは、その内容を含む。）を通知するものとする。この場合、

基金は本人に対して、当該通知においてその理由を説明するものとする。 
 
（保有個人データの利用停止等） 

第９条 基金は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが、法第１６条の規

定に違反して取得されているという理由、法第１７条の規定に違反して取り扱われた

ものであるという理由によって、当該保有個人データの利用の停止、消去（以下、本

条において「利用停止等」という。）に係る請求を受けた場合であって、利用停止等

に理由があることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、

保有個人データの利用停止等を行うものとする。ただし、利用停止等を行うことに多

額の費用を要する場合その他、利用停止等を行うことが困難であって、当該本人の権

利利益を保護するために必要なこれに代わる措置をとるときは、この限りではない。 
２ 基金は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが法第２３条第１項又は

第２４条の規定に違反して第三者に提供されているという理由によって、当該保有個

人データの第三者への提供の停止に係る請求を受けた場合であって、その請求に理由
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があることが判明したときは、遅滞なく、保有個人データの提供を停止するものとす

る。ただし、当該保有個人データの第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合

その他、第三者への提供を停止することが困難であって、本人の権利利益を保護する

ために必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りではない。 
３ 基金は、第１項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部につ

いて利用停止を行ったとき、若しくは利用停止を行わない旨の決定をしたとき、又は

前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部について第三者

の提供を停止したとき、若しくは第三者への提供を停止しない旨の決定をしたときは、

本人に対し、遅滞なく、その旨を通知するものとする。この場合、基金は本人に対し

て、当該通知においてその理由を説明するものとする。 
 
 

附    則 
 

（施行日） 

第１条  この細則は、平成１７年５月１日から施行する。 
 
  附    則 

 
（施行期日） 

第１条 この細則の改正は、平成２３年１月１日から施行する。 
 
  附    則 

 
（施行期日） 

第１条 この細則の改正は、平成２９年５月３０日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


